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１ はじめに 

本研究の目的は，教科「工業」を設置する高等学校卒業

生の継続的な学びについて，卒業後の学びの実態を調査

し，分析することである。工業高校を卒業後 5 年～30 年

程度の社会人 50 名を対象に，卒業後の学びに関する調

査した。工業高校卒業生の継続的な学びに対する意識は，

過去に行われた社会人教育未経験者のデータと比較して

高く，大学等教育機関での必要に応じた学びに積極的な

姿勢が見受けられた。高度化する技術への対応や職場で

の待遇改善，また最先端の技術がコスト削減へつながる

等，現在の就業に直結する内容が認められた。一方で，社

会人として働きながら学ぶことは現状難しく，労働時間

の長さや職場の理解が不十分といった課題があげられた。 

 

２ 卒業生の振り返りによる「継続的な学び」の追求 

社会で活躍している工業高校卒業生に対し，探索的に

社会人としての継続的な学びに関する調査を実施するこ

ととした。先行研究では，文部科学省の委託事業(ｲﾉﾍﾞｰｼ

ｮﾝ・ﾃﾞｻﾞｲﾝ &ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ株式会社)として実施された平成 

27 年度「社会人の大学等における学び直しの実態把握に

関する調査研究」報告書があげられる１)。そこでは，社会

人に対して大学等での必要に応じた新たな学びに関する

調査が行われ，社会人への継続的な学びの支援について

議論されている。 

 

３ 方法 

対象：工業高校を卒業後 5 年～30 年程度の社会

人，50 名(男性 48 名，女性 2 名)。  

質問内容 

①対象者の属性及び現在の就業に関する基本的項目

（年齢，職種，役職等）  

②資格取得及び研修等受講の状況  

具体的内容：取得した資格/資格取得の主な理由/

資格取得のための費用（出張旅費を含む）の負担 

者/技能等（職業に必要な知識や技能）の向上を目

的として参加した研修・講習等の受講経験/研修の

主な参加理由/職業と関連する内容で自主的に学ん

だこと・学んでいること  

③大学等における必要に応じた学びの状況  

具体的内容：職業に必要な知識や能力を得るため

に大学等においてさらに学びたいか/大学等で学び

たい場合，どのようなプログラムがよいか/大学等

で学ぶ場合，何が目的か/大学等で学ぶとすれば，

どのような条件が重要か/大学等でさらに学ぶため

に何が大きな障害か 

 ④高校時代の学びの有用性と社会人になった以後

の自己の高まりの内容 

 具体的内容：工業高校の学びは役立っているか／

社会人として自己が高まったと感じる要因  

調査：平成 29 年 11 月～平成 30 年 3 月に，工

業高校教員（管理職を含む），工業高校教員 OB に

調査を依頼し，承諾を得た卒業生を対象とし，上

記の内容を Web フォームによってインターネット

上で回答する方法で実施した。  

  

４ まとめ 

本研究の条件下で以下の知見が得られた。  

１ 工業高校卒業生は，社会人となってからも専門

の資格取得が要望される。その背景に，先端技術の

高度化、新たな規格整備にあたり，職業資格を必要

とする業務（作業）が多く，職務の遂行上必要に迫

られる。  

2 工業高校卒業生は，全国調査の結果と比較する

と，社会人となった以後も大学等において「継続的

な学び」を求めていることが認められた。目的とし

ては現在の仕事に関する先端的な学びや，視野を広

げたいといったことから，専門性，広い知見の獲得

であった。一方，学びの形態としては，科目履修や



公開講座での学びを希望する者が比較参考の全国調

査と比べて高い結果となった。  

3 社会人から見た，工業高校時代の学びの有用性

については，基礎的・専門的な知識や技能の習得を

あげた割合の高さが認められた。また社会人になっ

た後の自己の高まりの実感については，プロセス知

の習得や対人に対するアプローチの場面があげられ

たことに特徴がみられた。  

一方，上記の結果の中には，学ぶ際の障害とし

て，勤務時間の長さ，職場や上司の理解等の回答も

認められ，必要に応じた継続的な学びの意欲に対し

て，種々の弊害が存在することも明らかになった。   

現状では，必要に応じた学びに対する社会や職場

の理解が十分ではないと卒業生は感じている。した

がって，卒業後の支援の在り方として，大学等で学

びたいという意欲を持っている社会人に対しては，

まずもって「職場の理解」が必要と考える。職場や

上司への理解、勤務時間の長さ，土日や長期休みの

活用，夜間の開講での学び等の検討必要である。さ

らに、大学等での学びが時間的に困難であったり，

職場に配慮して休日に学んだりする必要性が認めら

れた。必要に応じて大学、大学院等において学べる

よう柔軟な対応が必要であると考える。  

また、学習費用が高すぎるといった問題点も指摘さ

れている。大学等での学びは，直接的な職務と関連す

る資格取得や研修等とは性質が異なるため，職場側

の負担のみを求めることは困難としても，国の支援

などによって，費用の側面においても社会人が学び

やすい環境を整備する必要があると考える。一部の

大学では（社会人を受け入れる大学の 3 割弱）社会

人受け入れに対する経済的支援を行っている。また

中央教育審議会制度・教育改革ワーキンググループ

では，制度・教育改革ワーキンググループにおいて，

社会人に対する大学等での学びに対する支援の充実

についての議論２）がなされ，文部科学省においても

「職業実践力育成プログラム（BP）」といった具体的

な支援制度の創設も行われている。しかしながら，例

えば後者の BP 制度は社会人に対して認知状況が 

4%程度にとどまっているといった結果７) も示されて

おり，支援制度の創設と社会人に対する周知が課題

としてあげられる。  

今後は，所属する職場及び社会全体の理解を得て，

必要に応じた「継続的な学び」が展開できる教育環

境を模索することが必要と考える。  

2018 年に次期高等学校学習指導要領が告示さ

れ，全面実施に向けて具体的なカリキュラムの編成

を検討する段階にある。例えば，中村らによって 

2018 年告示高等学校学習指導要領の実施に向けた

モデルカリキュラムの提案３）も見られる。本研究で

明らかになったように，卒業後の「継続的な学び」

を加味し、現役高校生に求められる「学びに向かう

力、人間性等」の指導法を検討することも必要と考

える。  
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